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―　行革国民会議ニュース―

市町村主権フォーラムの結成

　

　今年の３月末で、５年間続いた地方分権特例制度

（パイロット自治体制度）が終了しました。発足し

たときこそ、ある程度話題にもなったのですが、終

わりは密やかに静かなものでした。この制度とは、

いかなるものであったのか、分権論の流れの中でい

かなる役割を果たしたのか、いま、その総括作業を

始めたところです。制度誕生に最初から関わったも

のとしては、この結末について多少の感慨がありま

すが、そうした個人的な思いは別として、きちんと

した総括はしていきたいと考えています。

　パイロット自治体制度が発足したとき、これに参

加すると手を挙げた自治体を中心に「パイロット自

治体会議」を結成しました。その最大の目的は、お

互いに情報を交換し合いながら、この制度にどんど

ん応募していこうというものでした。応募は１回だ

けでなく、毎年、追加募集が行われるため、みんな

で知恵を出し合って、大いにこの制度を活用しよう

というものでした。法律の運用の範囲内、つまり法

律の改廃を要しない範囲内という制約など、制度そ

のものに大きな欠陥があるとしても、その欠陥を批

判しているだけでは突破口は開けないという認識の

上で、少しでも実績を積み重ねて、自治体の政策実

験という橋頭堡を築きたいというのが設立の趣旨で

した。

　しかし、実際には、このパイロット自治体会議も

うまくワークしませんでした。追加の応募も２年目

こそかなり出ましたが、その後は続かず、何人か熱

心な市長さんはおられましたが、全体として低調な

ものになっていき、自然、会議のテーマも、パイロ

ット制度から、その後に発足した地方分権推進委員

会のフォローに移っていきました。自治体会議のメ

ンバーも当初の２０市町から１２市町へと少なくな

っていったのも、ある意味では当然かも知れません。

　現在国会に上程されている自治法改正案では、政

令指定都市、中核市に加え人口２０万人以上の特例

市制度の導入が図られようとしています。これで市

町村合併への「人参」としようというものです。し

かし、パイロット自治体制度とは、人口規模などに

関係なく、やる気のある自治体には実験を認めると

いう制度でした。発想が１８０度違っているのです。

　こうした状況認識にたって、現在、再度、やる気

のある市町村長を中心とし、ジャーナリストや研究

者も参加する「市町村主権フォーラム（仮称）」の

設立準備を進めています。たとえパイロット制度が

なくなっても、市町村の実験をさらに大胆に続け、

現在の閉塞状況に風穴をあけていきたいとの意気込

みで、掛川の榛村市長、大垣の小倉市長、鎌倉の竹

内市長、田川の滝井市長、三鷹の安田市長、横須賀

の沢田市長に当会の恒松代表を呼びかけ人として、

６月初めには発足させるべく準備を進めているとこ

ろです。このような試みを行うことによってはじめ

て、機関委任事務の廃止も意味を持ってくると考え

たからです。今度の選挙でも新しい市町村長が何人

も誕生しました。そうした方々にも積極的に呼びか

け、地方主権の具体化の努力を続けていきたいと考

えています。　　　　　　　　　　　（並河　記）
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セーフティネット論の知的革新

法政大学教授　金子　勝

ここにご紹介するのは、さる４月１４日に開催された討論会での金子教授の講演録です。なお質疑応答は、スペースの関係で割愛さ

せていただきました。

はじめに

　本日の話の組立は、最初に、現在の経済状況に対

する認識。次に景気はやや明るい兆しとかいわれて

おりますが、どうも先行き不安はなくなっていない

こと。では何故か。ここは行革国民会議の場ですの

で、規制緩和に対する私の態度を示さなければいけ

ない。そこで、自説のセーフティネット論。これに

対しておそらく予想される反論への事前の答え。最

後に、こうした議論を絵に描いた餅ではなくて、具

体的それを適用するとどうなるかという実践編。こ

うした流れに一応なっています。

　私は、最近、仲間内から学問から踏み外した奴と

して烙印を押されております。何でそういう啓蒙活

動みたいなことばかりやるのかと言われています。

たしかに、安定的な世の中ですと安心して勉強がで

きるのですが、現在は学問の方法的な部分が時代に

ついていけなくなってきている。いろいろな枠組み

が変わってきますと、やはり我々もちゃんと座標軸

のありかをしっかり捉え直さなければいけません。

そういう意味で、政府や企業や個人などさまざまな

人達と同じように、自分もそれに応じて何がしかの

ことを考えなければいけないと思っているわけで、

それがこうした行動の動機であります。

もうひとつは、経済学の現状に対して非常に苛立

っております。今やゲーム理論が経済学部ではほと

んど主流になりまして、コンピューターの中でのゲ

ームとほとんど同じで、現実に対してほとんど関心

を失っているという状況があります。企業の経営者

も含め、経済学が役に立つと思っている人はごく世

の中では限られた人達でありまして、そういう現状

に対してもやっぱり何がしかを言う責務があるので

はないかというのも動機となっております。

１　不吉な歴史の符号

①　バブルとその破綻

さて、朝起きた時には昨日の連続で物を考えてい

て、昼を過ぎて夕方位になると明日のことしか考え

ないのが普通の人の生き方です。ところが、現在起

きている事態というのは、昨日から明日という時間

のタームで物を考えていると、とんでもなく分から

ない迷路に入ってしまうと思っているわけです。少

し自分を意図的に高いところに身を置き直して、現

在起きていることをいろいろ眺め、過去と何が同じ

で何が違うのかということを冷静に眺めてみる必要

があります。そうしてみますと、現在起きているこ

とは実は不吉な状況であります。

実は、バブルとその破綻のプロセスというのは、

金融史をやっている人達（たとえば東大の伊藤正直

教授）の地味な論文を読みますと、指摘されている

事例というのは非常に恐ろしい内容であります。ひ

とつは 1927 年に金融恐慌が起きたわけですが、世

界で先駆けて日本で恐慌が起きた後に日本が行った

バブル処理策というのは、今日と全く同じでありま

す。当時、日銀の特融で５億円の公的資金が投入さ

れたわけです。70 年前で５億円というのは、今日

では数十兆円に当たる額が投入されたと考えていい

と思います。

また、当時、日銀の考査部というのが新設されて

おります。この考査部は今日で考えますと金融監督

庁とほとんど同じでして、主要銀行の全てに集中検

査に入っております。今現在行われている金融監督

庁による集中検査というのと全く同じであります。

それから当時最低資本金を設定して、この最低資本

金に満たない銀行は合併の対象にするということが

行われています。大蔵が裏でいろいろ銀行の合併に

走りまして、これは悉く巧くいきませんでしたが、

これも似ております。民主党案が非常に典型的です

が、自己資本比率８％に満たないところを極端にい

えば潰して合併させたりするというような金融再生

法案の議論の過程で出てきた議論と非常に似ており

ます。



3

さらに、ブリッジバンク。今、国民銀行が破綻し

て話題になっていますけども、受け皿銀行として昭

和銀行が設立されました。それから、現在の日本で

は議論の段階だと思うんですが、抵当証券法という

のを設定しておりまして、いわゆる不良債権化した

土地の証券化というのを大規模に進める法律を通し

たわけです。これはほとんど実効性がなくて、結局、

不良債権の処理は進みませんでした。

さらに重要なことは、こうした２７年の金融恐慌

にぶつかりながら、井上準之助が何をやったかとい

えば、ご存知のようにグローバルスタンダードであ

る金本位制の復帰を目指して緊縮政策（これは現在

の財革法と同じですが）を続け、３０年、ようやく

金解禁つまり金の輸出入を自由化してグローバルス

タンダードに到達した時に昭和恐慌にぶつかって、

グローバルスタンダードが崩れてしまったわけです。

実はこれは歴史の非常に奇妙な符合でありまして、

２００１年に我々は日本版ビックバンを本格的にス

タートさせる予定です。実はその年にユーロが本格

的に通貨として出回るようになる。つまり、今考え

うる最悪のシナリオとは何かといえば、グローバル

スタンダードを目指してそれに到達したまさにその

瞬間にグローバルスタンダードが崩れるというのが、

日本にとって最悪のシナリオであります。これは起

きるともいえないし、逆に、起きないともいえない

わけです。今のアメリカのバブルがどういうタイミ

ングで崩れていくかということに依存しているから

です。これは崩落シナリオもあれば徐々に漸次的に

落ち着いていくシナリオもあれば、あるいはユーロ

と米ドルの間で巧い妥協ができる楽観シナリオもあ

り得るわけです。ただユダヤがメディアと政府、そ

れから金融業と学者のほとんどを握っておりますの

で、実はロスチャイルドを含めてユダヤが活躍した

1930 年代と全く同じ状況になっているという意味

でも非常に歴史が符合しています。

日本では、その後ご存知のように高橋是清の下で

巨額の財政出動が行われました。その財源調達を金

融市場が引き受けきれなくなって、日銀の引き受け

が始まりました。これで金融政策の最後のタガが外

れるわけです。ご存知のように、野中官房長官がつ

い先ごろ国債の日銀引受論を少し言い出しましたが、

市場は逆の反応をしてしまってちょっと立ち消えに

なったわけですが、クルックマンをはじめとする人

達のマネーサプライを３倍に増やせというような主

張に乗っかって、そういう議論が出てくるような事

態であります。

実は伊藤教授の論文というのは、結末が非常に余

韻がありすぎて怖い論文です。つまり、不良債権の

処理は今日行われている政策よりもはるかに迅速だ

った。何故かといえば、戦前には民主主義的なプロ

セスが非常に弱くてかなり強力に政府が進めること

ができる状態にあった。にもかかわらず不良債権問

題が解消するのは景気回復しかないというふうにい

っているわけです。

経済史の議論の中では、高橋財政は効果があった

という説となかったという説、ニューディールにつ

いても効果があったという説とないという説とがあ

ります。素直に指標を見ますと、本格的に景気が回

復したのは、日本の場合には 1937 年、38 年です。

いうまでもなく、38 年とは満州事変の始まった年

です。アメリカも実はニューディールというのは思

うほど効果がなかった。何故かというと、州や地方

がほとんど赤字状態で引き締め政策をとらざるを得

なかった。そのためにニューディールの効果は、全

体としての地方の落ち込みをカバーするのが精一杯

であったというのが事実であります。1941 年に本

格的に景気は回復しますが、これはいうまでもなく

太平洋戦争の始まった年であります。

現在、日本では地方の歳出を地方財政計画ベース

で 1.5％増やそうとしているのですが、主要な都道

府県や政令都市は既に 12％以上単独事業を削って

いる状況です。そういう意味では、大規模な景気対

策をしながら地方の方から崩れ始めているという意

味でも、実は大恐慌のプロセスと似た状況が始まっ

ているわけです。

さらに最悪なことに、バルカンがついに血みどろ

の戦争になりかけていて、地上戦が始まってアルバ

ニアに入り始めた。実はあの地域は非常に重要な意

味を持っています。つまり、覇権国を中心として世

界を統合するシステムが揺らぐと、国民国家の地位

も揺らいできて、安定的な枠組みがなくなる。民族

だとか宗教だとかいう問題が必ず浮上して参ります。

セルビアだとかクロアチアとかいう名前は、受験勉

強でご記憶のあるように、第一次大戦と第二次大戦

の前に出てくる地名でありまして、そこが発火点に

なった。理由も非常に簡単でありまして、ヨーロッ

パとアジアのちょうど接点なんです。人種や宗教の

坩堝でして、ユーゴなどは７つの民族を抱えながら
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治めていた。社会主義というのは何であったのかと

考えますと、人権抑圧だとかいろいろな問題があり

ましたが、実はそれが成立した地域はヨーロッパと

アジアの接点で、民族や宗教の問題を封じ込めてい

たシステムであったと考えることができるわけです。

その封じていた蓋を開けてしまった。あとは何でも

ありの世の中に実はなり始めている。

そういう意味で、我々が解決しなければいけなか

った問題は、マルクス主義でいうような階級ではな

く、実は宗教や民族の問題です。17 世紀までの宗

教戦争の後にできた国民国家というシステムが揺ら

いでみると、もう１回宗教的対立や民族的な対立と

いう問題が人の生死をかけて表面化してくる。文明

が衝突するというハンチントンの説はいかがわしい

と思いますが、そういう説がある意味で信憑性を持

ってくるような時代に入ってきていると思います。

②　２つの脆弱な国際通貨とクラッシュの危険性

今月号のフォーリン・アフェアーズには、「ユー

ロとドルがクラッシュするか」というタイトルの論

文が冒頭に掲げられています。我々がグローバルス

タンダードを目指している時に、世界は全く別の方

向に向かっています。アメリカンスタンダードに対

して、何処かで崩落するのではないかという危機意

識が批判的な雑誌の基調になりはじめています。日

本でも「毎日エコノミスト」が終始そういうトーン

で一貫していますけれども、外国の雑誌にもそうい

うトーンのものが出始めています。これは起きると

も起きないともいえませんが、確率が高まってきた

という気分でそういうものを読んでいるわけです。

これも大戦間とそっくりです。

大恐慌前後から世界的にデフレ傾向になります。

同時に金利の引き下げの競争が始まって参ります。

これは不況対策であると同時に為替レートを低めに

誘導する役割を持ちます。実は今もアメリカのバブ

ルは、アメリカ自身が他の国からたくさんの資金を

集めることによって成り立っている部分がかなりあ

ります。そのためにはある程度の金利差を必要とす

るわけです。大戦間ですと、ドイツの賠償がありま

して、ドイツはアメリカからお金を借りてヨーロッ

パのほかの国に支払っているというような連関があ

りました。それが次第にヨーロッパの景気が落ちて、

アメリカのバブルだけが最後に生き残って、アメリ

カに資金がたくさん集まってくるというような逆流

がはじまりました。この逆流現象が世界経済の秩序

を著しく不安定にさせて、最後に、アメリカのバブ

ルがはじけることによって大恐慌に突入したわけで

す。日本が最初にバブルがはじけたところは大戦間

と同じで、今、ヨーロッパが不況になりはじめてい

る。これも似ています。ヨーロッパはユーロを発足

する前に金利を下げていった。段々金利を下げてい

った時に、下げ止まった状態、つまりケインジアン

（ケインズ自身よりもハンセンとかケインズを引き

継いだ人達）がいう「流動性の罠」論になります。

最近クルックマンが復活させた議論ですが、流動性

の罠、すなわちこれ以上金利を引き下げる余地がな

くなってしまうこと、日本はそこへきたわけですが、

ユーロもこれに続いています。これは今日明日起き

るという話ではありませんが、同じシナリオのとこ

ろで今動き始めておりまして、これは非常に危険な

シナリオです。似てることが多すぎるので、言えば

言うほど狼が来たということになりますが、歴史の

符合というのは、覇権国システムで世界の秩序を維

持しようとする仕組みが揺らぎはじめている。これ

は第一次大戦直前と第二次大戦の直前に起きたこと

でありまして、今同じ歴史の時代に突入しはじめて

いる。金利差が縮小して片方が下げ止まった状態に

なりますと、お金がどこに動くか非常に不安定な状

況になります。これは世界の経済秩序にとっては非

常に困ったことで、すぐには破局にはならないとし

ても、徐々にその方向に向かっているということが、

非常に恐ろしい事態であるという受け止め方をして

いるわけです。

これが何かの拍子（中国のバブルの破綻とかブラ

ジルのレアルの大幅な下落であるとか）で弾けると

大変です。皮肉なことに、中国が社会主義であった

ために封じ込められていて、そのおかげで他の国は

助かっているという状況に資本主義諸国は直面して

いる、そのような状況にアジアが置かれているわけ

です。こうなってくると世界の地域が統合をして参

ります。アセアン、アフタにも勿論そういう構想が

ありますが、世界のブロック化傾向というのが非常

に強まって参ります。為替の変動をなるだけ少なく

して市場の規模を大きくしようとする志向が出てく

るのは、世界経済とりわけ国際通貨が不安定になる

と出て来るのは非常に当然のことであります。ブロ

ック化へ進むのか、あるいはそれを世界の協調体制

に結びつけていくのかという意味で、世界史の中で
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我々はまた再び、同じ実験を迫られているというこ

とであります。

③　アメリカ経済の脆弱性

もうひとつ危ないのは、アメリカ本体はバブルが

はじけたときに何度でも跳ね返す力があれば、我々

は悲観する必要はないんですが、アメリカ経済自身

がバブルが破綻した場合に非常に弱い経済社会構造

になり始めているということに注意をする必要があ

ります。したがって、日本のバブルの破綻を一生懸

命学びながら、アメリカ政府は利上げをするぞとい

うアナウンスはするけど、一度も利上げをしたこと

がない。絶えず利下げしかやっていない。これは日

本の金利の引き上げが、バブルを急激に破綻させた

ことをよく学んでいて、その轍を踏まないようにし

ています。

ただアメリカはこれがはじけた場合、弱い要素を

持っている。なぜアメリカが弱いかといいますと、

ひとつはアメリカ自身がどうもバブルの末期症状に

入りはじめているということです。今、日本の中で

株が上がりはじめて喜んでいる人達がたくさんいま

すが、これは逆です。日本のバブルの末期を思い出

して頂くとよく分かるんですが、土地が暴騰してい

ったわけです。85 年のプラザ合意で為替レートが

２倍になって、機関投資家は大損をしたわけです。

だからもう一回アメリカにお金を出そうとしたんで

すが、出せなかったわけです。結局何で出ていった

かというと土地です。日本のバブルっていうのは、

最終的に証券や株へ投資できなくなって、その穴埋

めに土地にいったわけです。国内の土地が下がらな

いという神話を基盤にして、相手の国の事情を全く

無視して投資を始めていくわけです。アメリカは、

いま、自国の株高を背景にしながらヨーロッパや日

本の株に投じはじめているわけです。日本のパフォ

ーマンスは明らかに悪いわけで、アメリカに学んで

日本の土地も収益還元法でやらなけりゃあいけない

とかいう議論が行われていますが、株に対する外国

証券の投資は、その収益還元法からいって非常に非

合理的な動きをしているわけです。この非合理的な

動きが出始めているということは、ある種の末期症

状でありまして、もしアメリカが破綻した場合には

日本に波及する度合いが強まるというふうに考えた

ほうがよいと思います。

この株高を背景にして、勿論含み益が拡大します

ので、銀行は貸し出しを伸ばしていく。これで景気

が立ち直ってくれればこれも神風になるわけですが、

それが間に合わない場合のケースもあるわけで、こ

こは微妙なところです。もし間に合わないケースの

場合には痛手はひどくなるという、我々はかみそり

の刃の上をわたっているような状況をこの間続けて

いるわけです。

どんどんバブルがはじけていって最後はアメリカ

だけが残るということですが、戦前の場合のアメリ

カには根拠があった。モータリーゼーションが進ん

でいましたから実体経済もある程度力があった。州

とか地方は道路を必死に通していたわけです。公共

投資と自動車の好回転で 20 年代はかなりいったわ

けです。しかし、パフォーマンスがよい国がアメリ

カだけになった時に、たくさんの資金が集まって、

株が上がり、最後の崩落のシナリオになったのです。

こういうことを考えますと、今残っている国がアメ

リカだけになってきているというのも、非常に不気

味です。更に、前にも述べましたように、バブルが

末期症状を呈し始めていて、海外投資がほとんどフ

ァンダメンタルズを無視しはじめている。

現在、アメリカでは貯蓄率がマイナスになってい

ますから、借金をして株を買ったり、借金をして消

費したりしている状況になっています。これは貯蓄

に対する債務の比率が著しく上がっているというこ

とですから、非常に危険であります。更に所得分配

の悪化傾向も非常に進んでおりまして、アメリカの

労働省の統計で見ますと、人種間の賃金格差が拡大

し、しかも 70 年代からとると一人あたりの実質賃

金は着実に低下しているわけです。どうしてアメリ

カは景気がいいようにみえるかというと、夫婦共働

きで、しかも今の日本の労基法改正の議論と同じで、

不安定就業が非常に強まっています。あまりにひど

いので全米運輸労組のチームスターズがストライキ

をして、10000 人を正規雇用させたわけです。大リ

ーグのストライキなどは国民のブーイングでほとん

ど支持されていなかったのに、全米運輸労組のスト

ライキは国民的同情を買いまして、ほとんどの国民

が支持するという現象があったのです。どこかに不

満が溜まっているわけです。しかもこのときは、労

働組合は自分達の賃金が上がらない闘争をやったわ

けです。賃金が上がらないのに不安定な人達を正規

雇用に取り込むということに国民は熱狂的に支持し、

10000 人の正規雇用を実現したというのは非常に示
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唆的です。アメリカの労働組合の組織率は 20％を

割ったにもかかわらず、労働組合の１週間のストラ

イキが勝利してしまうというような、奇妙な現象が

起きているのです。

なぜこのようなことが起こったかというと、所得

分配の悪化状況と雇用の不安定状況というのが非常

に深刻になっていて、夫婦両方働いて何とか暮らし

ている。しかもこれが不安定就業です。

考えてみると、資産を持っているごく数％の人が

所得の 40％近くを持っているという状況になって

いる。資産を持っている人が非常に所得が増えて、

資産を持っていない人は雇用も賃金も上がっていな

い。こういう構図は、ほとんど日本のバブルと全く

同じです。

更に製造業はダウンサイジングで雇用を削ってい

て、増えているのはサービス業ですが、これはバブ

ル景気に依存しています。日本ではベンチャーがあ

るということばかりに注目しているんですが、ベン

チャーばかりで雇用なんか持つわけはない。バブル

的消費の波及効果で生まれてきたレストランだとか

に、黒人やヒスパニックが雇われるようになってき

た。バブルがはじけた時の雇用の不安は、相当きつ

くなると予想できます。つまり首を切り易いような

状況が非常にはっきりと出てきているわけです。さ

らに、ご存知のように401Kは伸びておりますので、

株高を背景にしてそれを担保にしてまた借金をして

消費をするという循環ですから、バブルがはじけた

場合の雇用と消費に与える影響は益々強まっている

わけです。

アメリカの真似をしろという現在の日本の経営者

はどうしちゃったんだろうかと私は思います。私は

企業悪玉論なんか一度も展開したことはないんです

が、たとえは木川田一隆のような財界のトップだっ

た人達は短視眼的ではなかったですね。自己利益を

超えるようなビジョンを語れたわけですが、今はほ

とんど改革案と称して出て来るのは、企業の税負担

が軽くなる、基礎年金の税負担が軽くなるというよ

うな、それからアメリカの真似をすればほとんどう

まく行くというものばかりです。このアメリカは、

80 年代後半の日本を真似すればうまくいくと思っ

ていたわけです。今我々は冷静な判断はほとんど出

来ていない状況になっている。もっと高見から見な

ければいけない。ダウンサイジングを続けていって、

サービス業が伸びない場合、つまりアメリカの真似

をして局所的に製造業企業がダウンサイジングをや

ったときに、サービス業の受け皿がなければ、アメ

リカと同じようには少なくともならない。しかもア

メリカの場合でさえバブルがはじけたら、将来的に

はそういう構造は非常に脆いということについて考

慮が及んでいない。日本の社会を設計するに対して、

短視眼的な設計というのは、あとのショックを大き

くするだけです。そういう意味での苛立ちを私は持

っているわけです。

グローバルスタンダード論というのは、西部邁さ

んとか、佐伯啓思さんとか全然スタンスの違う人が

言っているんで何となく格好は悪いのですが、経済

学者はほとんどアメリカでＰｈ.Ｄ.を取ってくると、

ほとんどアメリカのいうとおりの政策しかいわない。

私はウルトラ・ドメスティック、民族主義なんでし

ょうか。私にいわせると経済学者はほとんどアメリ

カの知的植民地状況です。主体性喪失症候群です。

クルッグマンが流行れば皆飛びつく。団子３兄弟で

はないですけど、クルッグマンが流行るというと、

サラリーマンは恐怖症のように買って、分かりもし

ないのに読んでいる。ちょっと僕にはほとんど信じ

られないような状況になってきているということで

す。

クルッグマンがいっていることは、ほとんどアメ

リカの言っている利害そのままです。うまいんです、

論法的には。例えばヨーロッパは景気回復のために

利下げをしなさい。だけど裏返してみると、ユダヤ

にとって重要なのは、向こうの金利が下がってくれ

ないとアメリカのバブルを維持できない。完全変動

相場制しかないと彼はいっているんですね。だけど

アメリカ自身が通貨の不安定をもたらしていること

についてはほとんどいわない。一見良心派なんです。

バブルになっているとか、アジアのバブルがはじけ

るとか、アメリカ以外は仲間内資本主義であるとい

うんです。だけどちょっと待ってくれと言いたい。

アメリカのバブル、ＬＴＣＭが破綻した時はほとん

どユダヤの仲間内資本主義であったと言い返してあ

げたいくらいです。景気がよければ何でもいえると

いうそういう状態だと思うのです。更に最近では

「流動性の罠」論です。日本はマネーサプライを３

倍に増やせと、マイクロソフトが出しているスレー

トという雑誌があるんですが、そこでメッセージを

日本側に送って、恐怖心を煽っている。それを見た

人が、日銀の国債引受け論を唱え出す。しかし、こ
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れは戦前の歴史がそうですけど、これは最後の手段

です。タガがなくなってしまうわけです。最後に困

った時にサラ金に手を出すのと同じで、景気がよく

なったら何とかなりますが、ならなかったらほんと

に悲惨な状態になるでしょう。経済学というものは、

普遍的なものを描いている部分と、どこかその国の

バックグラウンドに引きずられている部分がありま

すから、どうしてもその国の利害を反映せざるを得

ないわけです。その辺を冷静に見てないと、客観的

なことはいえないだろうと思うわけです。

２　景気対策の効果

①　異常な金融政策をいつまで続けるのか？

　今景気がやや回復している感があるのは、日銀に

よる社債やコマーシャル・ペーパーの引受けが大き

いと思います。企業は銀行の貸し渋りのためかなり

社債やコマーシャルペーパーを大量に発行しており

ます。たぶん経営状態が悪い企業ほど、そうです。

それを日銀が買い上げている可能性が高い。

　日銀というのはおかしいところです。支店長の宅

が立派であっても、僕は全然おかしくないと思うん

です。あれは株式会社ですから。しかし、中央銀行

というのは非常に複雑です。経済学ではほとんど説

明してない。何故説明できないかというと、ひとつ

の民間の大きな銀行が、公共性を担って銀行券の発

行を集中するというプロセスには必然性はない。例

えば香港をみていただけば分かりますが、発券は集

中していない。ほかの銀行も発券できるわけです。

ハイエクのフリーバンキング論というのが最も有名

ですが、このように必然性はない。ところが、金融

システムが揺らぐに従って発券機能を集中して、最

後の貸し手機能というのを集中していくプロセスが

ある。ですから民間銀行でありながら、部分的に公

共性を担っている中央銀行という仕組みを市場経済

は抱え込んでいくことになるのです。ところが、彼

らは段段私的な貸し付けをなくしていく。つまり私

的な貸し付けをすると公共性を担えないわけですか

ら、そういう形で発券機能を集中していくわけです。

政府の預金を与かったり、為替市場で運用したり、

いろいろ利益も上げるのですが、私的な企業には貸

し得ない。たしかに途上国にいくと、中央銀行の報

告書に必ずリファイナンスという項目があります。

つまり、ここでは特定の企業に貸し付けているので

す。これは中央銀行のパフォーマンスを非常に悪化

させて、通貨の信用性を落とすんです。現在の日銀

による社債やＣＰの引き受けは、やってはよくない

ことだといわれていること、いわば最後の手段のひ

とつが動員されているわけです。

　それから信用保証協会から十何兆円も保証が行わ

れていますし、商工中金、国民金融公庫や中小企業

金融公庫の財投３機関は商工会議所を通すとほとん

ど審査なしで出せますから、財投は焦げつきだして

いる。不良債権をそこへ回しているんです。つまり、

民間部門の不良債権を公的部門の不良債権に付け替

え続けている。そのことによって何とかかろうじて

もっているという状況です。

　こういう異常な金融政策をどこまで続けていくか

というと非常に微妙な問題でして、永遠に続ければ

崩落のシナリオしかないわけです。反転のきっかけ

がつかめないまま、最後の地獄の三途の川をもしか

したら渡ってしまっているのかも知れないという危

惧を持っています。学者の人達というのは大体健全

性というものを強調しますから、こういう議論にな

りがちなのですが、これに対しては、おそらく、こ

ういう政策をとらなければ景気は底割れをしたとい

う反論が返ってくるだろうとは思います。

②　過去の不況とどこが違うのか

　過去の不況と今の不況の違い、経済対策の効果が

今回は何故上がらないのかということについて考え

なければなりません。おそらく３つの点あげられる

と思います。

　第１に、国際的国内的金融システム不安というの

はこれまでの不況にはなかったことです。そして第

２には、おそらく産業構造の調整力が限界に達した

と考えた方がいい点です。戦後日本の歴史を見ると、

大きな不況の度に産業構造が変わり、輸出ドライブ

で逃げてきた。最初はエネルギー転換です。この転

換で重厚長大の鉄鋼、造船、化学とかいう産業が出

てきた。ニクソンショックやオイルショックでこれ

らが構造不況業種になった時には、メカトロニクス

で自動車や電機が輸出された。第二次オイルショッ

クの時には、情報機器、半導体とかいったものが更

に輪をかけて伸びてきて、何とか乗り切ってきた。

　ところが 85 年の円高不況ではこうしたプロセス

が終わったと思っています。アジアに出かけて、結

局、国内の産業は空洞化せざるを得なかった。プラ

ザ合意以降の円高では、結局、国内的にはバブルで
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しか乗り切れなかったんです。アジアに伸びていっ

て輸出をアジアで伸ばしていったのは横の拡大で、

新しい産業調整ではないのです。つまり日本と同じ

スケールメリットを生かせるような産業をアジアに

移植して、そこに設備投資して出てくる需要に応え

て輸出を伸ばしていく。ある意味でこの段階で成熟

経済に入ったのです。

　過去の不況と異なる第３の特徴は、これまでなか

った信用収縮とかデフレスパイラルという現象が、

景気対策の手を緩めると生じてしまうことです。

　これまでは景気の谷があるとそのあとはＶ字型で

上昇したのですが、この３つが不況の谷を非常に深

くしている要因だと思うのです。国際通貨の不安定

以外の２つの要因は 19 世紀の末に起きた現象です

し、この３つが同時に起きたのは、大戦間のことで

す。そういう意味では、経済学の短期的な分析ツー

ルを持って、規制緩和をすれば直ちに産業が生まれ

てくるというような幻想は持たない方がいいと思う

のです。むしろ、高度経済成長の幻影を追いかける

ことによって傷を深くしているという側面がありま

す。これから多分景気の回復もあり得ると思うので

すが、長期的に見た時に停滞の傾向は免れないだろ

うと思います。永遠に続くという話ではないのです

が、歴史的な転換局面に入ってきていると思います。

中長期的なシナリオという意味では、構造改革をし

なければいけないという話を、我々は 80 年代から

ずっと聞いてきたんですが、規制緩和をして新しい

産業など出てきておりません。ＰＨＳが出てきまし

たけど、瞬く間に雇用を吸収できないまま終に携帯

電話にやられて、料金引き下げ競争に巻き込まれて

いる。雇用はそこでは伸びてないんです。かつて産

業構造の調整があったときには大量の雇用を吸収し

てきたわけです。そういう産業が生まれてきていな

いということを、よく見ておかなければならないの

です。

③　９５年の景気対策の教訓と経済戦略会議のシナ

リオ

　こういう傾向を無視しているのは最近の経済戦略

会議です。更にまずいことに、短期的にも、ついこ

の間あったことをも忘れてしまっています。

　すぐこの間起こったこととはなにかといえば、こ

のように産業構造が停滞して国際通貨が不安定化し

てマネーゲームが行われるようになってくると、資

産価格の動き方が景気を引っ張る度合いが高くなっ

てくるということです。実はクレジットクランチ、

いわゆる貸し渋りがバブルの破綻の後起きたのは、

94 年でした。つまり銀行の貸し出しの伸び率がマ

イナスに転じて、95 年に 14 兆の緊急経済対策をや

ったわけです。この結果、フローのレベルでは景気

指標は上がったのです。ところが、ストックレベル

では、不良債権はずっと溜まっていたわけです。こ

のことは実は大蔵省が公表しなかったから悪いんだ

とマス・メディアは叩いていましたけど、実はそれ

は不勉強なだけで、まともな学者は皆知っていたわ

けです。有価証券報告書の 70 ページ以降の、その

他資産負債勘定をみれば、未収利息という欄があっ

て、その未収利息が着実に増えていたことは分かっ

ていたわけです。

　にも拘わらず、これで一定の成果が上がったとし

て、財革法で小さな政府を目指したわけです。基本

的に公的資金を入れてバブルを解決しなければいけ

ないのに財革法で突っ走ってしまった。今度の戦略

会議のシナリオも全く同じなです。つまり公共事業

をやったり、むちゃくちゃな金融政策をやって景気

が回復したら、プライマリーバランスを回復させる

といっている。これは財革法の言葉そのままで、消

費税を将来的に上げていくという。この前やって間

違えたシナリオをまたやるわけです。では、94、5

年当時と比較して現在は良くなっているのか否か、

例えばストックの価格が回復しているのか。この前

の国土庁の公示地価をみれば分かるように、8 年連

続マイナスが続いているわけです。更に個別の調査

をやったところでは、商業地、住宅地共に値上がり

しているところはついにゼロになったわけです。外

国投資家も、不良債権化した土地を買うとやくざが

出てくるので、皆、株に向かっていった。そうする

と、ストックのデフレは依然として続いているわけ

です。ただ不良債権を民間部門から公的部門に移し

ているにすぎない。ですから、公的部門が悪いと指

摘されるのですが、このことを忘れないことが大事

です。今、民間部門は皆付けを回している。しかも

郵便貯金の民営化を主張する銀行です。これをはっ

きりさせておかないとまた後になって付けが回って

きます。

　最近密かに考えている本の企画があります。経済

学のテキストには、市場の失敗や政府の失敗が取り

上げられているのに、なぜ企業の失敗はないのか。



9

「企業の失敗」という題で本を書こうと思っていま

す。民営化すればうまく行くとかという話はほとん

どダメで、処方箋というのは事実に即してやらない

といけない。そうでないと、私達はまた国鉄清算事

業団の累積債務 28 兆円をたばこ税で支払うのと同

じことを繰り返すことになると思います。

今危ないのは地方交付税で、特別会計の累積債務

が今年度末には 22 兆円になります。無理な景気対

策のために、地方にお金をばら撒いたわけです。こ

うなるとほとんど国鉄の不良債権と同じです。やが

て、これも付けが回ってきます。そういう意味では、

今のシナリオというのは、とても評価に耐えられな

い。このような戦略しか持っていない日本は、甚だ

心許ない状況ということになる。何故これで皆安心

できるのだろうか。「あとはこれをやるしかない」

という人の神経が私には良く分からない。恐らく楽

天的を通り越して記憶喪失症なのではないかと思っ

ているわけです。

私が非常に危機感を持っているもうひとつは、失

業問題です。たとえば企業経営者の中で、ソニーは

海外と連結決算をすれば赤字で、先手を打ったリス

トラを始めている。危機感を持って、アメリカの真

似をしている。ここで大事なことは、欧米の失業率

と日本の失業率の 1％の持つ意味は全然違うという

ことです。昭和恐慌期の失業率は、6.6％でした。

あれであのような状況になった。今は 4.6％です。

２年前だったと思いますが、日本商工会議所の稲葉

会頭が、日本は失業率が６％を超えたら社会がピン

チだという発言をしていたのを記憶しています。日

本の経営者の中にも全体をみる人がいるんだとちょ

っとほっとしたのですが、最近は富士ゼロックスの

小林さんにインタビューをした人の話を聞きますと、

アメリカの株が暴落することを最も恐れている。経

営者の中にもそういう全体をみようとしている人達

がいると思うんですが、おそらく日立だとか、新日

鉄だとか、伝統的な企業では雇用の問題についての

社長のスタンスは他の会社とは違っています。新興

企業ほど強い首切り、ダウンサイジングを望んでい

ますけど、失業率 6.6％でファッショの登場でした

から、これからどうなるか不安です。

とくに考えなければいけないのは、生き甲斐の問

題です。今の日本家庭はほとんど崩壊しているんだ

と思うのですが、これをどうにか食い止めているの

が、亭主の「俺が食わしているんだ」という言葉で

しょう。つまりこれはジェンダーからいえばとんで

もない言葉なのかもしれないけど、仕事とはそう言

う発言に象徴されるような、人間にとって最後の拠

り所になっているわけです。皆さんご存じないかも

知れませんが、新宿中央公園に行くと、ちょっと前

までスーツホームレスというのがいたんです。家を

ネクタイして出ていくんですね。新宿駅で雑誌や新

聞を拾って中央公園で読んでそのまま家に帰る。雇

用保険が切れるまでそれを延々と続けるんです。つ

まり失業したっていうことをいえないわけですよ。

会社で我慢して家に帰って権威主義的になるという

そういう日本の社会のタイプの最後の拠り所がなく

なった時に、正規雇用に次第に及んでいるこの失業

率の持っている意味は、生きる誇りを失うというこ

とと同義語なんです。

横浜の寿町というドヤ街がありますが、ドヤ街を

調査した報告なんかを聞くと、生活保護をもらって

いることが分かるとバッシングを受けるんです。つ

い数年前、埼玉で生活保護をもらわないで餓死して

しまった親子もいました。日本の公共事業が何で受

けるかというと、政権党がゼネコンを集票マシーン

にしているという事実もありますが、裏側はそんな

に単純ではない。ただでお金をもらっているのでは

ない、つまり、その公共事業で働いてそれでお金を

もらっているという関係を作り出しているんです。

このワークフェアという原理を日本の社会に埋め込

むことによって、農村への所得再配分が行われてき

ましたから、それは非常に根強いものがあり、そう

簡単に切れるものではない。現金収入ほとんどそこ

に依存しているわけです。村の中の循環を描く社会

会計行列という、ＩＬＯがやっているような手法で、

農総研の人と東京市政調査会の人の共同報告のよう

なものを見ましたけど、ほとんど貨幣的なものはそ

ういう形で入ってきて循環している。そういう社会

の仕組みそのものを根付かせてきたのです。それが

疲弊していることも確かなんですが、同じような意

味で、日本の失業率が持っている意味は、非常に重

たいものがあるだろうと思います。石原慎太郎氏が

当選したのも、ある意味で、社会の「キレ方」のひ

とつの兆候だろうと思うんです。変化というのはい

つでも急激に起きるんですけど、起きる前に常に前

兆がありまして、そういう前兆がいくつか見え始め

ている。こうしたことに鈍感になり始めると非常に

危険だと思います。
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３　規制緩和政策をめぐって

①　規制緩和政策の効果は不況の性格に依存する

　何故セーフティネットを強調するのか、そのバッ

クグラウンドを理解して頂きたかったので少々詳し

くなりました。現在の不況は通常の不況とは違って

いるという認識が私にはあるということです。

　この冒頭で、規制緩和政策の効果は不況政策の性

格に依存するという言い方を致しました。たとえば、

ある程度不況があっても、ショックが軽い状態で産

業の潜在的な成長力の強いところでは規制緩和をす

れば、効果を持ちえます。私は全て規制緩和を否定

する論者ではありません。ただ不況の性格が非常に

厳しい時に規制緩和をやると、冬に裸で海で泳がせ

るようなもので、少なくとも政策効果としては期待

するほどに上がらない可能性が高いということです。

寧ろ逆です。

　例えば非常にはっきりしているのは、このところ

やっているビッグバン路線で、最初に早期是正処置

に関して自己資本比率規制があったため貸し渋りが

起きました。したがってそれを延期しました。とこ

ろがどんどん破綻してきて日銀特融でも救えないと

いう、つまりいつつぶれるか分からないというよう

な状況になってきた。ところが 2001 年にはビッグ

バンの実現を目指しています。問題はペイオフです。

ペイオフが一番問題になるのは、実は法人預金です。

1 千万円以上保証しないと、企業の側も疑心暗鬼を

起こすし、銀行の側も疑心暗鬼になっていく。そう

すると自分の関係する優良企業だけに融資を絞って

いくのはある意味で当然でありまして、最終的に困

った時にはそのようになっていきます。ゆとりのあ

る時には融資はほかも広がっていきますが、そうで

ない時には絶えず絞って行く力が働くのです。そう

いう中で、自己資本比率規制を厳格に適用していく

というようなタイプの金融自由化政策をやっていき

ますと、たちどころに貸し渋りが起きやすい状況が

生まれてくるわけです。

②　現代サービス産業の性格

　規制緩和についてもうひとついえば、規制緩和の

効果は産業によって異なるという丁寧な議論がなさ

れていないということです。ここで非常に重要なの

は、現代のサービス産業は規制緩和をすると独占や

寡占が進むということです。つまり想定している効

果が全く逆だということです。よく規制緩和をして

市場競争を活性化させるという話がされるのですが、

結果は益々集中や寡占が活性化していくということ

です。これは非常に当たり前のことであります。

　現代の産業とは、ＯＳ（オペレーティングシステ

ム）を握ってしまえば勝ちになってしまうという特

徴を持っているからです。グローバルスタンダード

でもＩＳＯ基準というのがありますが、ＩＳＯ基準

に関していえば、特に携帯電話でその競争は激しい

のですが、後発効果はあるとこで決まってしまえば

簡単に得られるということです。しかし、金融業の

ＯＳはそうではなくて従っていったら逆に損をする

結果になるのです。例えばドルでデリバティブをや

って格付け情報を発信している企業がありますが、

そこに従っていったら振り回されるだけで終わりま

す。つまりＯＳを握っていった方が勝ってしまうと

いう構図であります。

　例えば製造業の例でいいますと、ベーターとＶＨ

Ｓの戦争がありました。放送局に勤めている人なら

分かると思うのですが、未だにベータの方がＶＨＳ

よりも性能が良いので局ではそれを使っています。

しかし、東芝、日立、松下などがＶＨＳで組んでし

まったものですからベーターは駆逐されたわけです。

従ってグローバルスタンダードというものは良いか

悪いかというものではなくて、ＯＳを握った方が勝

つという、そういう産業の性格を持っているのです。

従って共通の基準で顧客のネットワークが掌握され

れば、他社はそこから抜けられないということにな

ります。ウインドウズが良い例です。今挑戦を受け

ていますけど、商業化するのは難しいと思います。

一旦ソフトができてしまうともうそこからは抜けら

れなくなってしまうのです。今でこそＮＥＣとＩＢ

Ｍは互換性がかなり高まっていますが、ある時期ま

でＮＥＣは国内シェアーが高かったために、国際的

には違う基準であったにもかかわらずそこに入らな

かった。しかし、他社からどんどん殴り込みをかけ

られて、同社のシェアーが落ちて来ると逆転が始ま

ったわけです。結局ＮＥＣ自身がそれに合わせざる

をえなくなっていったわけです。つまりＯＳをめぐ

る戦いとネットワークをめぐる戦いというのは現代

サービス産業の本質なのです。

　このことは、アメリカがＷＴＯでパネル裁定を受

け入れて製造業については他国に譲歩しながらも、

サービス産業については要求を強行に主張した例を

思い起こしてもらえれば分かります。その時インド
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などは反対しましたが、結局日本はそれに従いまし

た。当時日本の政府はこのようなことが良く分から

なかったのです。したがって自己資本比率規制もあ

る意味ではそういう流れの中で出てきたのです。

1988 年バーゼル合意がなされた時、世界の銀行の

トップ１０はほとんど日本の銀行でした。いわばこ

の合意は日本を叩くために作ったようなものです。

日本政府は後追いの政策を続けていけば何とかなる

という方向で従来政策を遂行してきたのです。それ

で何とかなると思っていたのでしょう。実はそれに

失敗があったわけです。

　グローバルスタンダードというのは、たとえばＦ

１グランプリでホンダのターボエンジンが連戦連勝

すると即座に禁止されてしまった例、あるいはフラ

ンスのルマンで日本のロータリーエンジンが勝った

時に即座に禁止されてしまった例、そして日本はス

キーのジャンプ競技で圧倒的に強くなりましたが、

それによってスキー板が短くなった、このような例

であります。スポーツについてはまだルールに基い

て競争ができるわけですが、現代サービス産業の場

合はそうではなくて、ルールを握った者が勝つので

す。つまりルールそのものが支配されるわけです。

これが決定的な意味を持っております。

③　規制緩和すべき分野としてはいけない分野

　規制緩和の対象には医師会などもあると思います。

例えば寝たきりの人を寝返りさせるにも診療報酬の

対象になっています。そこでは介護のための施設を

充実させないで、療養型病床群という形で寝たきり

老人を介護保険の対象にしているわけです。早い話、

寝返りを打たせて、介護保険からも診療報酬からも

報酬を取ろうという状況があります。医師の指示書

があれば訪問看護婦は簡単な「医療行為」ができる

のですが、毎日通うホームヘルパーはできないので

す。一方で医師会はほとんどが勤務医になっている

という現状もあります。このような医療の供給シス

テムにおける矛盾を変えないと実は家族の問題も解

決できないということです。本当に規制緩和しなけ

ればいけないような領域ではしなくて、してはいけ

ないところで緩和しているわけです。

　自民党は長い意味で岐路に立たされていると思い

ます。同党は例外なき規制緩和を採用してきたわけ

です。しかし経済戦略会議でその例外になっている

のは、銀行経営者、ゼネコン、医師会という自民党

色の強い業界団体です。しかもこれらは時代を閉塞

させる要因にもなっています。例えば銀行経営者は

選挙の時にはカネを、ゼネコンは集票マシーンに、

そして医師会はカネと票を自民党のために提供しま

す。これらは強い政権基盤になっているのですが、

規制緩和をしてどんどん他を削ぎ落としていくと、

これらだけが浮き立ってくるはずです。経済戦略会

議がこの分野について一切規制緩和に触れていない

のは実はこのことが背景にあると思います。

　銀行経営者の社会的責任は問わないで公的資金を

投入するという行為は正に護送船団方式ではないで

すか。都市型開発といってはどんどん公共事業をや

っている。これはほとんどゼネコン救済でしょう。

また今、医療や介護や社会保障が大切な時に当たっ

ているのに医師会には手を触れないで、年金の民営

化だけをいっている。こういう不公平なことをやっ

ていると失業率が 6％を超える時どんでん返しがや

ってくるような気がしてなりません。

　つまり中国の歴史でははっきりしているのですが、

支配者が長く政権に就くと最後は自分の基盤にしが

みつくようになる。それだけに倒れる時は実にドラ

スティックであります。つまり自己革新能力を持っ

ている者こそが政権を長引かせることができるわけ

です。

　自民党は田中角栄が出る前まで、最も多元主義的

民主主義を実践していました。派閥の次元で政策論

争をして政権交代をしていっていたからです。スム

ーズに、民主主義的に、政権を交代してきました。

ところがそういう交代のシステムを失って来て、そ

してなおかつ政治の舞台でも既得権に縛られ始めて

いて、自分の主張と同党がやっていることが異なり

始めた。しかもそのことが世の中を閉塞させている

原因になっていることが次第にはっきりとしてきた。

そして政党離れが進んできて、かろうじて現状では

政権を維持しているような状況であります。従って

選挙で大勝したかと思えば大負けするというような

ブレの可能性が高まってきているようです。しかし

不幸なことに野党にこれに代るしっかりとしたビジ

ョンを持っているところがないわけです。これが政

治の悲劇であり、有権者もしかたなく自民党を選ん

でいる。選ばれる方も選ばれいるから安心している。

危機の深刻化というのは常にこういうところから始

るのでしょう。勝っているうちはいいのですが、負

けると態勢さえ取れない状況になる。規制緩和も変
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えられなければならないところに焦点が絞り込まれ

てきているのです。

④　セーフティネットとは何か：サーカスの綱渡り

の譬え

　ではおまえはどういうビジョンを持っているのか、

ということであれば、応答としては古くなった規制

は変えられなければならないが、同時に規制を緩和

したり、なくしたりすれば景気が回復したりするも

のではない。市場にすべてを任せれば良いというわ

けではなく、ここで必要になってくるのがセーフテ

ィネットなのです。

  もともとセーフティネットというのは安全網とい

う意味ですから、サーカスの綱渡りからきているわ

けです。芸人は綱の下にネットがないと怖くて綱渡

りが出来ないわけです。このことを市場主義者は、

ネットがあるから皆怠けてしまうといいますが、し

かしそれは逆です。ネットがあるからアクロバット

ができるわけです。もしネットがなかったらそろそ

ろ歩くか、しがみつくかしかないと思います。勿論、

やる能力のない者はできません。したがって規制緩

和というのはどういうことを意味しているかと申し

ますと、今のアド・ホックな規制緩和の場合はネッ

トに穴を開けていくというような解釈になります。

そうするとスリルが高まるわけです。自己責任が高

まるわけですから。しかし、ネットに穴を開けると

どうなるかといいますと、力量のない者は怖がるわ

けです。従って綱を渡る者は少なくなっていくでし

ょう。しかし無事渡りおおせたらすごく高い給料を

もらえるわけです。皆スリルを味わっているわけで

すから。ところが綱渡りをやらない者は食ってはい

けないわけですから何とかやろうとするわけです。

だけど力量のない者は必ず落下して、死んでしまう

わけです。死んでしまった瞬間、どうなるかといえ

ば観客はキャーとなって二度と見に行かなくなるわ

けですね。綱渡りをする力量のある者も芸人が死ん

だ瞬間を見たら心理的に心が冷えてしまうでしょう。

今の信用収縮もこれと同じだと思います。デフレス

パイラルも同じですね。ネットで救われないという

ことが分かってしまうと、倒産の危険もあるし、自

己破産の危険もあって個人は段々ちぢこまってしま

うわけです。

　つまり我々がいっているのは、ネットを張る時に

は実はターゲットがあって、つまりすべての人が公

正であると認識できるような、共通のルールを定め

る必要があるということです。共通に高まっている

社会的リスクに対してそれをどうやって救うか。例

えば今アルツハイマーで 2020 年に大体 200 万から

400 万人が寝たきりや痴呆症になると予想されてい

ます。2020 年迄今の家族システムを前提にするな

らば、確率的にいえば、200 万人から 400 万人それ

以上の主婦がもう一生奴隷になるかも知れないとい

う恐れがあります。10 年間とか 20 年間主婦は自由

を失うわけです。その間は何もできなくなるわけで

す。そういうものを共通のリスクというわけです。

また60ないし65になった時に定年後に繋がらない

ような年金制度というものもほとんど意味がありま

せん。ところがヨーロッパの諸国特にフランスなど

は発想が逆です。どんどん年金の支給年齢を低年齢

化させているわけです。年寄りを辞めさせて代わり

に若い者を雇うという姿勢です。日本とは社会の成

り立ちが異なりますからそんなに簡単にはできませ

んが、我々が持っている共通のリスクとは何なのか

ということを特定して、そこには必ずネットを張っ

ていかなければならないということです。

   

⑤　セーフティネットの張り替えという知的戦略：

第３の道

　ではどういうところにネットを張っていくのがよ

いのかということですが、実は労働市場とか土地市

場とか、貨幣金融市場、こういうところは、市場化

しきれないところですから、こういうところには必

ずネットを張っていかなければならないということ

です。例えば労働市場の例を簡単に上げますと、企

業は採算を上げるためにどんどんリストラをやって

いくと、失業した人は食えなくなっていきます。そ

うなると、過去の歴史が物語っているように、暴動

が起きたり、争議が起きたりするわけです。老後労

働力というのは、たとえ機械のように使い果たして

も生きて行かなければならないわけです。家族が面

倒を看るか、共同体が看るか、年金のような社会保

障制度が看るか、何かで見なければ社会は崩壊して

しまうわけです。経済学ではこのようなものを、財

の性質として、本源的生産要素と教科書の始めに書

いていますが、実は本源的生産要素そのものが、市

場化の限界を抱えていますから、そこではネットを

支える制度やルールをつくらないと市場そのものが

ワークしないという問題があります。つまりこれは
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逆説です。つまりお互い信頼し、協力し合う制度が

あって初めて市場の競争ができるということです。

つまり共通のリスクをシェアーする協力の領域があ

って初めて市場が働く、それがよく分かってきたの

です。

　バブルが崩壊して企業は自己責任でいくためにリ

ストラをする。リストラしてみたら社会全体として

は合成の誤謬で不況は深刻化してしまう。あるいは

銀行経営者は生き残りのために自己資本比率規制を

満たそうとして貸し渋りをしてしまう。個人も破産

が嫌だから一生懸命雇用のリストラや年金の削減に

備えて貯金をしてしまう。一人一人は合理的行動を

採るが、社会全体としては消費マインドが冷えて景

気が悪くなってしまう。リスクはあるところでシェ

アーしないと市場も働かないという局面に我々は今

立たされているです。

　また国際金融通貨制度が不安定化してくる局面で

は、リスクというのは非常に高まってきます。今時

「リスク」という本が良く売れているというのは良

く分かります。このようなリスクをシェアするよう

な制度設計をしていく。そして、役に立たなくなっ

た規制を取リ払うと同時に、人々にとって共通のリ

スクを救う制度をどのように張り替えていくか。制

度改革の基本的な視点はそういうところから出発し

ないと、今の不況を長期的には脱出することはでき

ないし、社会不安というものを回避することはでき

なくなってくるのだろうと思います。これがいわゆ

るセーフティネットの張り替えという知的戦略、つ

まり第三の道であると私は思っています。

　これは新古典派という主流経済学による規制緩和

路線だけではよくないし、またバブルがはじけてか

ら、７０兆円とも８０兆円ともいわれる公共事業を

やってみてもこの体たらくという状況からいえば、

ケインズ主義的有効需要政策もあまり有効性を持っ

ていないといわざるを得ません。そうであるとすれ

ば、このリスクを軽減しながら、制度を変えて行き、

本来ニーズがあるところに人や物やカネが流れて行

く仕組みに変えていかなければならない。そういう

方向付けをしていかないと市場も生き返らないとい

うことです。長期不況の中で社会の耐性を高めなが

ら、徐々に景気を回復させていく。つまり楽観的な

シナリオで景気が回復するというものではなく、そ

ういう長期的な着実な道を歩むことが必要であると

私は思っているわけです。

４　セーフティネット論の知的革新

　戦略会議の答申には、私が声高に言い出したため

か、セーフティーネット論が入ってきたのですが、

能力開発バウチャーがセーフティネットだといい始

めているようです。しかし、これは最近の心臓移植

手術にたとえますと、血液型の違う体質の違う人に

別の血液型の心臓を入れるようなものです。あれは

人的資本論というベッカーの議論に従っているので

すが、たしかにアメリカでそのような議論がありま

す。しかしこの制度は、雇う側の企業の中でもジョ

ップデマケーションがしっかり確立し、つまり仕事

の区分が明確で、資格がある程度尊重されていて、

受けた技能を尊重する雇用のルールがある程度ある

ようなところでしか意味がありません。中にはフラ

ンスのように熟練の技能の等級まで決まった国もあ

ります。そういう国の場合には自分が職業訓練すれ

ば、そういう水平的に開かれた雇用の市場に入って

いくことができます。しかし日本で先ずリストラさ

れるのは中高年です。若い人から切られるヨーロッ

パやアメリカの場合とは異なります。

　中高年が能力開発バウチャーを使って一年間英会

話教室にいく、あるいはコンピューター学校に行く

とします。8 割は国から負担してもらったとしても

（失業保険から2割を出すには苦しいと思うのです

が）、仮にそれで1年後に資格を取得したとして、

もしここに企業の経営者の人がいたとしてそれらの

人を雇いますか。おそらくほとんど雇わないと思い

ます。単純にあんなものでセーフティネットになり

うるとは考えられません。今ただでさえ若い人が失

業であまっている時代に、そういう優秀な者を雇っ

てフレシュな頭でやってもらった方が、遥かに効率

がいいでしょう。つまりこのような対策は日本の社

会に合ってないのです。終身雇用をつぶしていくの

もいいけれど、さしあたり賃金の年功カーブを寝か

せてでも、あるいは役職の人達を削ってでも、中高

年の雇用を安定させることを優先しないと、今の消

費マインドの冷え込みを反転させるには難しいだろ

うと思います。確かに企業経営は苦しのですが、社

会全体でどうやって雇用を守るのかという工夫をし

なければならない時に、能力開発バウチャーとはあ

まりにトンチンカンだと思います。おそらくＯＬを

10年間やった主婦が、8割負担してくれるというこ

とで、この機会に資格とってみようと押し寄せる位

だろうと思います。きちんとしたセーフティネット
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を日本の社会の実状に合わせてしっかり張り直して

行く必要があるだろうと思います。

　さて、話をもう少し前へ進めたいと思います。セ

ーフティネット論に対して予想される反論というの

を４つ５つ書いておきました。ひとつはセーフティ

ネットというのは例外で、市場が基本ではないかと

いうことです。これはさきほど申しましたように、

今何故デフレスパイラルが起きているのかというこ

とと関連します。つまり、雇用とか年金制度をつぶ

していけばいくほど消費マインドは引っ込んでいく

という、協力の領域と競争の領域とは実は深いとこ

ろで相補っているという逆説的な関係が、市場社会

の奥底に眠っているということに我々は今実は気づ

かされているのです。つまり例外的な事態にのみ備

えて後は市場に任せるという話は、実はネットと連

結する制度があって初めて市場も回るという相互関

係を無視しています。そういう意味では使い分け論

というのでしょうか、これはいけないと思います。

　これが一番典型的なのは、世銀やＩＭＦがやった

発展途上国の援助政策です。構造調整政策という名

で市場経済化をやるわけです。つまり、融資の代わ

りに構造調整をやるわけです。融資をやるために民

営化しなさいとか、小さな政府にしなさいとか要求

するが、そのとおりすると必ず失敗していくわけで

す。セーフティネットをこわしてしまうわけですか

ら。その結果たくさんのお金をいれるわけです。そ

してその度に市場経済化を強制するわけです。その

結果、泥沼のように市場経済化と同時に公的資金導

入も膨らんでいくわけです。

　かつて 85 年ベーカー提案というのが出た時は債

務の支払い繰り延べであったわけです。これで構造

調整やった結果、89 年のブレーディー提案の時に

は債務放棄になりました。段々公的資金が強まって

いきました。今の金融ビッグバン路線も全く同じで

す。94 年に住専に 6850 億円入りました。日本の金

融が危ないというのでグローバルスタンダードに従

わなければいけないというので公的資金を入れなが

ら早期是正処置をやった。早期是正処置をやったら

また崩れて、また 2 兆円入れた。2001 年ビッグバ

ン路線やりながらまた 7 兆 5000 億円入れる。段々

市場介入をやりながらアド・ホックな公的介入を繰

り返しながら、しかも公的介入が増していくという

ジレンマに陥ったわけです。実は例外論と市場論と

いうのは、両者のつながりを無視して、ネットだけ

のところに公的介入を入れて後は市場でやろうとす

るわけですが、その結果として市場が不安定化して、

またネットを拡大しなければならないという悪循環

を繰り返すことになるわけです。

②断片性と非体系的制度改革

  もうひとつは、セーフティネットの断片性論です。

さっきの能力開発バウチャーがその例です。もしこ

れを本当に機能させるとしたら、企業の中の雇用の

仕組み、ジョップのデマーケーション、資格社会、

こういうものを全部整えていかないと、セーフティ

ネットとしては機能しません。ネットに連結して制

度やルールができている体系的なものを非体系的に

処理したのでは駄目なのです。断片的に輸入するの

ではなく、日本の仕組みはネットを中心にしてどう

いう制度やルールによってできているかを分析し、

それにあわせてネットを張り替えていかなければな

らない。そうしないと、将来きちんとした社会の安

定はありえない。何かをはずして、あとは市場が解

決してくれるというのはほとんど幻想です。やれば

やるほど市場が不安定化して公的介入が増してくる

というパラドックスに陥ることになるわけです。

   

③社会的コストは高くつくのか

　次はセーフティネットは高くつくかという論点で

す。不良債権問題をみればわかるんですが、護送船

団方式ゆえに不良債権問題が深刻化したのでしょう

か。逆ではないでしょうか。公的資金という新たな

セーフティネットが不良債権問題を深刻化させたの

でしょうか。違うでしょう。実際には、公的資金と

いう新しいセーフティネットを使いたがらなかった

んです。社会的責任を取りたくなくて、自己責任で

やりますといって、外部からの介入をしてもらいた

くなくて、自分でやりますといったわけです。折角

ある公的資金というセーフティネットを使わずに、

むしろ自己責任という市場原理でやったわけです。

だからこそ不良債権問題が深刻化したのです。深刻

化したために、その解決のためにたくさんのお金が

膨らんでいったというプロセスです。セーフティネ

ットがあるから不良債権問題が深刻化したのではな

くて、逆です。セーフティネットを、社会的責任つ

まりペナルティを含めて、きちんと組み込んで行使

するというモラルが日本社会全体にかけているので

す。
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日本のトップエリートたちは、自分の都合のいい

議論だけやって、襟を正さない。ちょっとこれは危

ないと思っています。戦後改革と同じように、つま

り自分に対して血を見るような手術を自分でやって

見せられるような肝っ玉の大きいリーダー達が出て

こないと、庶民の間の強いリーダーシップ願望論を

あおるだけです。非常に不合理的なもの、そういう

リーダーシップを求め出すのではないかと私は危惧

いたします。

④　既得権擁護にならないか

世の中の論調、新聞やジャーナリズムも、公的資

金があるからモラルハザードが心配だと書いていま

す。しかし、繰り返しますが、公的資金を入れる時

に社会的責任を取りたくない、だから不良債権が溜

まっているわけです。もっと早くセーフティネット

を行使すれば不良債権は少なくてすんだわけです。

今、経済戦略会議は金融がピンチだから社会的責任

を問わないで公的資金を入れるといっている。これ

こそ護送船団方式だし、勘違いです。全く議論が逆

です。そういうところがおかしいと思うのですが、

誰もおかしいとは書かない。ペナルティーを恐れて

社会的責任逃れに終始して、自己責任でやりますと

言い続けてセーフティネットを行使しないで益々護

送船団方式になりつつあるというのが現実でありま

す。

モラルそのものというのは、経済学では解けない

のです。公共性とかモラルというのは、そのものを

正面から論じないといけないわけで、そういうこと

が今日本の中で欠けているということです。

我々のセーフティネット論というのは真に既得権

を打破するような、そういう制度改革ですから超過

激なのです。

⑤　非歴史性論：セフティネットそのものがモラル

ハザードをもたらすか

セーフティネットがあったら倫理の欠如、モラル

ハザードがおこって、皆規制によりかかるのではな

いかという議論がありますが、これは非歴史的議論

であると思ってます。例えば戦後直後に食糧統制が

あった。これを非難する人は誰もいないでしょう。

これは当時の状況に合った制度であったからです。

誰も食えなかったからです。市場に任せたら食糧価

格が暴騰したからです。あるところで価格統制をす

る。インドネシアでもそうです。ＩＭＦがこれは無

駄な制度だと撤廃したわけです。それで暴動になっ

たわけです。しかし、市場や社会が変化した時迄こ

ういう制度が永久に続くのはおかしいわけです。な

ぜかといえば、増産して賄えるのに食糧統制をやっ

ていれば、絶えず所得保障をしているだけになりま

す。しかも赤字覚悟でやっているわけですから、政

府が全部買い切れるわけではない。そうすると穴が

できるわけです。自主流通米です。では農家はどう

するかというと、いいものは自主流通米に出して、

悪い物は政府がそのまま買ってくれるのだから、そ

っちにまわすということになる。このようなことを

モラルハザードというのです。

また80年代後半のアメリカのバブルもそうです。

Ｓ＆Ｌが崩れたのですが、預金保険機構があって金

利の上限規制があった。金利の上限規制がなくて本

当に裸で競争したら、大手の銀行が高い金利を設定

して小さな銀行をつぶすことは簡単です。大恐慌の

時、預金保険機構と金利上限規制（レギュレーショ

ンＱ）ができた。ところがＭＭＦのように、証券業

界が高い貯蓄性の金融商品を出すと、そっちに流れ

てしまう。そこで、金利の上限規制を取り払った。

つまり、セーフティネットに穴があいた。穴があく

と、経営者はいざとなれば預金保険機構に頼ればい

い、何とかなるだろうと考える。預金者も日本であ

れば 1000 万円までなら保証してくれるから、ハイ

リスクハイリターンなものでも投資できるのではな

いかと考えて、バブルがどんどん進んだわけです。

ドルペック制でも同じです。アジアの諸国はアメ

リカのドルとリンクすることによってお互いに通貨

を安定させてきました。ところがタイで自由化をや

って穴があき、そこで投機が起きる。一旦崩れます

と、今度はドルペック制が逆機能を果たします。相

互に為替レートが連動していますので、１箇所落ち

たら全体が落ちてしまう。ドルペック制というのは

為替の変動リスクをカバーする制度としてあったわ

けです。ところがどこかに穴があくと、逆に連られ

て落ちる、伝染し易い構造を作ってしまう。常に規

制がモラルハザードを起こすのであったら、危機は

いつだって起きている事になる。うまく機能してい

る時とうまく機能していない時がなぜ起きるのか。

それは市場や社会の変化に応じて、セーフティネッ

トが良い機能から逆機能に転嫁するためです。

規制緩和論というのは何でも規制緩和すればいい
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のではなくて、きちんとした理由とビジョンがなけ

ればならない。セーフティネットに連結しながら、

市場や社会に応じて張り替えていかなければならな

い。こういう戦略が必要になってくる。ですから、

規制緩和をするということ、新しい規制をするとい

うことに対して私はニュートラルです。問題は、市

場や社会の状況に応じてそれがふさわしいかどうか

がきちんと説明できるか否かにかかっている。規制

緩和という標語をいえば分かったような気分になる。

これは非常に危険です。ある種の群集心理が強まっ

ていて、例えば規制緩和といわないと自分は遅れて

いるとか、クルッグマンを読まないと自分は遅れて

いるとかいうことになってしまう。メディアもいつ

でも同じ学者を使うのは不思議です。違う意見を対

立させたりはしない。多分、判断出来ないんでしょ

う。

５　セフティネットと連結する制度改革

①　国際通貨体制と危機管理戦略

ではどういうことをすれば良いか。今日のような

歴史的状況のなかで、国家レベルだけでリスクをシ

エアすることは難しいだろうと思います。

一例を上げれば、タイで通貨危機が起きた時にヘ

ッジファンドが非難されましたが、あの時どのくら

いのお金が動いたと思いますか。わずか数週間でタ

イの中央銀行の外貨準備の６割が動いたといわれて

います。６割が動いたということは、一国ではとて

も耐えられないということです。アシア通貨基金の

ような構想がなぜ出て来るかというと、明らかにそ

ういう事実があるわけです。

また、国独自で社会保障やいろいろな政策をやる

のは無理です。ヨーロッパは非常に典型的ですが、

通貨発行権を譲った代わりに、ＥＵレベルとローカ

ルな地方団体のレベルで政治の領域、制度の領域が

広がっています。イタリアなどは典型的で、今まで

固定資産税がなかったところに財産への課税権限を

下ろしています。そういう世界の流れに合わせて、

我々はもっと国家という枠に縛られずに、アジアと

いうレベルで何をしたら良いのか、国家というレベ

ルで何をしたらいいのか、あるいはローカルという

レベルでなにをしたらいいのか、どうしたら人々は

安心して市場競争に参加できるのか。そういう仕組

みをどうやって作っていくのかを構想しなければな

らない。日本というナショナルなレベルに限らない

ことが大切です。

国際通貨体制との関係からいえば危機管理政策が

重要です。ドルとユーロという２つの基軸通貨がク

ラシュするのは２０％か３０％位の確率だと思いま

すが、それに備えて、多分アジアレベルでの通貨貿

易体制というのが必要になると思います。ただ、通

貨統合というのは随分時間がかかります。途上国に

おける短期資金の規制は何らかの形で必要でしょう。

　もうひとつは通貨構成を共通化していく必要があ

ると思います。円の国際化というのは自己利益だけ

でやるのではなくて、お互いの持っている通貨構成

の割合を近くする。あるいはアジア通貨同士の持ち

合いの割合を非常に近くして、リスク負担を共通に

していくような仕組みを段階的に作っていく。貿易

構成が異なるために全部は揃わないでしょうが、な

るべく近いところへ持っていこうとする。日本が長

い目でリダーシップをとるのであれば、特定の政権

にコミットするのではなくて、共通の目的を特定し

て、使う方法もはっきりした基金というのを作って

いくことが必要です。これが本来の通貨基金だと思

います。

それから自己資本比率規制というのは銀行の健全

性を守るひとつの指標に過ぎないことを踏まえるべ

きです。コーポレートガバナンスが必要だといわれ

ていますが、これは企業の経営者と株主との関係で

す。アメリカ的な経営では、これは透明でしょう。

しかし、アメリカは従業員に対してほとんど情報な

ど提供していません。一方、ドイツには経営協議会

がありますから、従業員に対して透明です。このよ

うに、今の議論には、だれがプリンシパルでだれが

エージェントかということが全く無視されているの

です。

自己資本比率規制というのはマネーゲームをやる

銀行にとっては健全性の指標です。しかし、逆に日

本やドイツのように、産業に貸し付けている銀行で

あったら、必要なのはむしろ信用リバレッジ規制で

す。つまり、土地や株に対して信用リバレッジを効

かしている銀行ほど不健全であるという指標を設け

たほうがいいのです。そうなると、アメリカは最低

の銀行になってしまう。だから、今日グローバルス

タンダードと言われているものも、その国の体質に

よって意味が全然違うということを踏まえることが

必要です。これが第１です。つまり一言で言えば、



17

自己資本比率規制というのは相対的なものに過ぎな

ということです。

２番目は、自己資本比率規制というのはバブルを

チェックする機能が全くないということです。信用

収縮をチェックする機能もありません。むしろ、そ

れを加速します。自己資本比率を８％に固定してお

く理屈は全くないのです。公定歩合や預金準備率が

弾力的に動くのと同じように、これも弾力的に動か

すべきであると思います。19 世紀半ばに金本位制

をとった時に、ピール条例によって金準備に通貨発

行量をリンクさせたのですが、不況期にたちまち信

用収縮を加速させてしまった。これは歴史の教訓で

す。いま、それと同じことをやっているのです。自

己資本比率規制ではなく、おそらく中長期的には信

用リバレッジ規制が必要であると主張していく必要

があります。自己資本規制については不況期には緩

和する必要があることを強力に国際世論に訴えて行

くべきだと思います。

②　国内不良債権問題

国内不良債権問題についてですが、これは責任回

避が行き過ぎて、遅れれば遅れるほど手術の危険性

が高まっています。私はある時期までは強制注入を

主張していました。銀行経営者の首を切れ、若い経

営者に一新しろ、戦後改革と同じことをやれ、と。

本来の手順は、公的資金を大胆に入れる。そうする

と必ず連鎖倒産が起きる危険性があります。そこに

今やっているような信用保証協会や中小３機関の追

加的な融資をやる。これが本当の手順です。ところ

がいまは全く逆立ちしてしまっている。アメリカの

バブル処理を真似していてもだめなのです。

アメリカが、つい最近ＬＴＣＭが破綻しか際に、

１４の金融機関から３０数億ドルを集めました。日

本と同じ奉賀帳方式を何故やったか。決済中枢シス

テムにバブルが及ぶとどこの国もこうなるんです。

政権交代しない時に自分の政権の中で責任を追及す

るということは本当に難しいことです。これはよほ

どのリーダーシップがないと難しい。80 年代後半

の場合、アメリカはＳ＆Ｌとか州法銀行とか小さな

土地専門の金融機関のような周辺から倒れていった

んですが、中枢は何とかもったのです。ところが日

本ではいきなり決済システムの中枢がいかれた。そ

して、アメリカと違って地方銀行の方が健全です。

日債銀や長銀は決済システムの中枢にありませんが、

もし中枢にある都市銀行が破綻すればその影響は図

りしれないものがあります。

では今のモラルハザードを今のままで許していい

のか、つまり社会的責任をとらないで自己責任だけ

をやっている市場路線、これを許しておいていいの

か。どこかできちんとペナルティーを課す必要があ

るだろうと思います。ただ時効などでもうどうにも

ならないところにきている。ただ、今の 7 兆 5000

億円では解決はできないだろうということだけは確

かです。

③　雇用対策

雇用政策についてはさきほど申し上げた通りです。

一点付け加えるとすれば、環境と高齢化社会にあっ

たニーズに、雇用創出の打開論を求めるべきであろ

うと思います。これは主流経済学の間違いにもとづ

いています。つまり主流経済学ではアメリカ的なモ

デルができていますから、現役世代に貯蓄して退職

世代に使い切るモデルなんです。したがって、高齢

化すると皆貯金を使い始めて貯蓄が減って投資が減

って経済が衰退するというシナリオになる。ところ

が日本で起きていることは、高齢化すればするほど、

貯蓄率が高くなります。経済学のモデルとは逆なん

です。年金を民営化すると高齢化して益々貯蓄率が

高まって消費マインドが長期的には落ちていく。つ

まり、貯蓄が減って投資が減るというのが衰退のシ

ナリオに結びつくのは、若い経済についてです。投

資意欲が高くて産業を更新する力が強いところ、そ

ういうケースは貯蓄率が低下するとマイナスになる。

ところが、投資は成熟経済で横這いになりながら

消費に依存する度合いが高まっていく場合には、高

齢化して貯蓄率が高まってしまうことは危険なんで

す。むしろ我々は、サプライサイド経済学とは逆に、

社会保障を充実する政策が必要であって、しかもそ

れは高齢者のニーズに従ったものでなければならな

いと主張しているのです。2000 年 4 月から始まる

介護保険はほとんど失敗することは確実です。そう

いう状況の中で消費マインドは益々冷え込んでいく。

今のゼネコンにカネが流れていくような仕組みでは

なくて、そういうニーズがあるところに人、カネ、

物が流れていく、そのために必要な規制を緩和して

いくような政策がどうしても必要になってきます。

そういう意味では分権のために税源移譲が必要です

し、今の介護保険法は早急に見直さなければならな
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いだろうと思います。

④　年金改革と地方への税源移譲

年金についても特異な提案をしておりまして、私

の提案は経済成長スライド方式の所得比例年金とい

うものです。要するに、消費税で基礎年金を賄う案

も、厚生省の給付の引下げと保険料の引上げ案もお

そらく年金制度を安定化させることは出来ない。公

共事業のために財政投融資を赤字にするのではなく、

財投原資になっている基金を長期的に取り崩し、ま

た、所得比例部分も含めて税方式にしたうえで、し

かも、年金給付を現役世代が支払う原資と完全にリ

ンクさせる。つまり、一人当たりの所得の伸びに年

金給付の水準が完全にリンクしてしまう方式を提唱

しております。今言われているような、基礎年金を

消費税に切り替えて、しかも企業負担分を全部消費

税に上乗せさせる案というのはほとんど実現可能性

がない。もしやったとしたら、消費を落として激し

いデフレになる。また、我々の提案では、企業の拠

出負担金は賃金支払総額に比例した賃金税に切り替

えますから、法定積み立て率を満たすために絶えず

超過負担を負うということはなくなります。だから

正常な年金制度に戻ってくるわけです。その意味で

はこれは極端な路線ではありません。

実は世界中で400兆円もため込んで、その利子で

年金の給付をしようとする国は、世界中で日本だけ

です。この基金が足りなくなってやむを得ざる選択

になった時、初めて消費税率の引き上げというのが

問題になるんです。つまり消費税を上げて高齢者の

年金給付を維持するか、それとも現役世代の税負担

を回避するかを選択するわけです。そのようなぎり

ぎりの選択でもって１５％とか１６％というような

税率になるのです。

ところが、今の日本にそんな必要があるのでしょ

うか。しかもこのような不況の時に。我々は一方で

は財政で返せない借金を繰り返しながら、一方で貯

金を400兆円も貯め込もうとしている状況です。バ

ランスを考えれば、借金をしてゼネコンを救済する

のではなく、むしろ業界の再編統合を進めた方が良

い。銀行でも統合が進んでいるのに、ゼネコンはほ

とんど統合がありません。世界中でみて既に異常な

規模にふくらみ過ぎている。もちろん、いきなり首

を切ったら失業率が高まりますからソフトランディ

ングが必要ですが、積極的に再編統合を進めながら、

公共投資はゼロにはしないが段段減らしていかざる

を得ないと思います。そういう意味での規制緩和は

していかなければいけないと思います。

さらに、我々は地方への税源移譲についても所得

税の基礎税率部分を全部住民税に移し、その分補助

金をカットするという大胆な提案をしています。し

かも我々はマジシャンのようにちょっと制度をひね

れば、全部が変わってしまうという奇襲戦法をかけ

ています。ちょっと奇妙な提案に思えるかもしれま

せんが、詳しい説明は時間がなくなりましたので、

又、別の機会に譲ります。

政党政治家の復活―東京都知事選挙の結果から

政党の役割は終わった

　4 月 25 日投票の市町村長・市町村会議員選挙を

もって 99 年の統一地方選挙は終わった。3 月下旬

に始まった知事、議会議員選挙の告示からほぼ一ヶ

月間全国津々浦々まで選挙一色にそまった日本列島

もやっと落ち着きを取り戻した。

　なかでも全国から注目を集めたのは東京都知事選

挙であった。そこでは地元の選挙を忘れるくらいの

関心が注がれた。それというのも著名な有力候補が

多数登場した選挙であったからである。ふだんメデ

ィアのなかで意地悪い質問を投げかけては政治家な

どを困らせている人達が、町中に繰り出して政策を

熱っぽく訴えかける様相は、すったもんだのあげく

決定された政党候補に比較して、有権者にとっては
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あまりにも印象的であったのか、無党派候補は行く

先々で勢いタレントなみの人気を博したようである。

　このような状況を捉えてジャーナリズムは「政党

不信」「無党派の台頭」というような論調を展開し

た。それは知事選挙を戦うのに政党という組織が役

に立たなくなったことを暗示しているかのようであ

る。確かにメディアの論調が指摘するように、91

年選挙では政党推薦の中央候補に対して都民党を名

乗った鈴木が当選したし、95 年選挙では政党相乗

り候補の石原信雄が政党とは縁のなかった青島に敗

北した。そして今回の選挙では痛烈な中央政治批判

を繰り返した石原慎太郎が勝利したというように軒

並み政党候補が敗北したからでもある。実際各候補

は、有権者の約3割にも達するといわれる無党派層

をターゲットに極力政党色を押さえ、この層からの

得票を期待して選挙運動を展開した。しかしなぜこ

のように無党派といわれる候補者が多数登場するよ

うになったのか、またなぜ候補者は政党という組織

を敬遠するようになったのか、そして石原を選択し

た理由とは一体何であったのか、という点に疑問が

残る。したがってこの点について考えてみようとい

うのがここでのテーマである。

　

政党は敬遠された

　第一は、なぜ候補者は政党という組織を必要とし

なくなったのかという点についてである。ただだか

らといって、候補者も完全に政党を否定したという

わけではない。有力候補者6人中3人の候補者は政

党推薦であったし、他の2人もつい最近まで自民党

にいた国会議員であった。したがって基本的には政

党を何らかの形で頼っていたのではあるが、ただ積

極的に政党を利用しようとしたという態度でもなか

った。

　それというのも政党に頼れば候補者は政党のイメ

ージによって評価されやすいという理由があると考

えられたからである。そこには政党があまり良いイ

メージで有権者に捉えられていないという事情があ

る。政党への評価はメディアの力に負うところが大

きいが、それは候補者個人ばかりではなく政党に対

しても同じように及ぶからである。自民党が民主党

副代表の鳩山を知事候補に擁立しようとしたら、す

かさず民主党がそれに反発して自民党のねらいはあ

えなく潰えたが、自民党がそうしたのも鳩山は、都

議会で力を持つ公明党の協力を得られる人物であっ

たからである。この工作に失敗した自民党は次善の

策として、国際人である明石を候補者に選択するが、

その選択も公明党の協力が得られる人物であること

を念頭においてのものであった。このように政党イ

メージというのは国政を中心に作られるが、選挙の

ときのイメージに限らず、日ごろの政党活動を通じ

た印象に従って有権者は政党に対する評価を形作る。

政党が報道によって評価されるのは連日になるため

必ずしもよい印象ばかりが有権者のもとに届けられ

るわけではない。この候補者擁立にかかわるテレビ

報道は、都民を脇にやって政党の論理で候補者を選

考しようとしている政党イメージを作り出したとさ

えいえよう。候補者擁立準備についての自民党の動

向は、中央の論理で地方を考える政党の思惑という

印象をテレビなどを通じて映し出す効果を持ったの

である。

　もちろん日本の民主主義は政党政治を基本に成り

立っているのであるから、政党政治が悪いわけでは

ない。だから小渕が三顧の礼を尽くして明石を候補

に擁立しようとしたことがそんなに非難に値するこ

とであるとも思われない。しかしそのような状況に

有権者が反発するようになったのも、国民の政治的

意識の中に中央からの自立という概念が芽生えはじ

めてきたということと無関係ではない。つまり都民

側に、有権者を無視して中央の論理でことを進める

場合、地方がそれに反発するというような意識が育

ってきているといってもよいであろう。石原候補が

国政問題を取り出して中央と対決姿勢を鮮明にした

ことが逆に都民に受けたのは、「何でも中央には従

え」という中央の論理に対する地方の反発という解

釈も成り立つ。

　したがってメディアから受ける政党イメージや有

権者の中央に対する自立の意識、このような要因か

ら候補者に寧ろ政党という手垢のついたイメージで

選挙を戦うよりも、清新な個人のイメージで運動す

るほうが良いという判断が働いたとしても、それは

候補者の合理的な判断であった。

無党派候補の登場

　ではなぜ無党派というような候補者が多数登場す

るようなことになったのであろうか。ひとつは選挙

区の規模という問題として捉えられるであろう。東

京の有権者は約900万人である。一ヶ月に満たない

選挙運動期間で一人の候補者が触れ合える有権者は
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限られている。しかも公職選挙法という法律はやた

ら禁止事項が多くてまともな選挙運動はできないと

専門家の間でもいわれているくらいだから、運動の

やりかたも当然限定される。したがってそこには知

名度のある人物が立ちがちであるという論理が潜む

のである。日ごろからメディアによくでている人は

この点で有利である。有権者も知らない人より知っ

ている人の方に親しみがわく。テレビ画面の中では

傲慢な態度で評論している人物が、選挙ではソフト

ムードで有権者に語りかける様は滑稽でさえあった

が、しかしそのような候補者のまわりには幾重にも

人垣ができ、有権者の関心の高さを示す格好となっ

たのである。

　また著名人が出てくるという点ではテレビと政治

の関係が切り離せない。今度の知事選挙では、深夜

番組も含めていくつかのテレビ番組で知事候補を集

めた討論会が開かれた。ところがこのような番組で

は有権者の関心が高いだけに、あわせて候補者の品

定めも行われる。この場合有権者が候補者の良し悪

しを判断するのは、残念なことではあるが、政策や

その内容というよりも候補者の口調、態度、容姿な

どというようなイメージによってである。6 人も有

力候補が登場するとどうしても見劣りする者がでて

くる。ある予定者は、ある時点から番組に一切出演

しなくなった期間があった。もっともその人はテレ

ビ受けしないイメージであったということでもあっ

たが、恐らくテレビに出れば出るほどイメージが下

がると考えられたためではないかと想像される。つ

まりそれほどテレビの持つ威力は大きいし、それに

よって候補者のイメージも作られる可能性があって、

考えようによってはメディアというのは怖い存在で

もあり、政治さえ左右しかねない公器であるという

ことでもある。

　そして制度的観点からみると、候補者にとって知

事選挙というのは出馬しやすい存在であるというこ

とでもある。内閣総理大臣は国会議員の中からしか

選ばれないし、内閣は与党に支えられているという

事情があるが、都知事はちょっと気の効いた有名人

であれば出ようと思えば出られる対象であるという

ことである。つまり知事に当選するためには必ずし

も政党に基盤を持った政党人である必要はないし、

議会に足がかりがなくても出馬もできるし、当選も

できるという問題がある。その良い例は青島の場合

である。彼は議員ではあったがおよそ行政には縁が

ない存在であった、このことからもそれは分かるで

あろう。

　このように都知事を取り巻く状況は、政党を敬遠

する判断と知事という行政の代表者ではあっても総

理大臣とは異なる立候補への自由度の高さという、

二つの要因によって無党派候補の登場をより簡単に

したと考えられる。

　

石原選択の意味とは？

　しかし、今回の選挙で石原が当選できたのは、単

に政党を敬遠した無党派の候補であったからであろ

うか。ジャーナリズムがいうように政党候補でなか

ったからであろうか。95 年選挙で青島を当選に導

いた170万有権者は既成政党に失望したまさに無党

派といわれる政党から距離を置いたそれであった。

しかし青島知事の登場で実現された都民の期待は、

都市博の中止決定以外に目新しいものはなかったと

の印象を有権者は持っている。そこでは都官僚を思

いどおりに操縦できない素人知事の資質のなさや、

議会対策で明け暮れて苦悩する、議会に足場を持た

ない非力な知事の姿を有権者はひ弱な知事とイメー

ジしたのである。やはり素人では知事は無理である

と。

　このことは選挙後の各紙調査結果からも読み取れ

る。つまり都民は新知事に強い指導者としてのリー

ダーシップを期待したのであった。石原は運輸大臣

を経て、25 年にわたって与党衆議院議員を経験し

た実力派の党人政治家である。その石原の当選は、

景気の低迷とあいまって世の中の閉塞感を払拭でき

る人物との期待によって実現されたともいえよう。

確かに政党のイメージは必ずしもはかばかしいもの

ではない。しかし、都官僚を操縦し、手練手管の議

会議員を相手に交渉できる知事は、実は政党政治に

精通し行政にも明るい立場を経験した人物であると

の必要性を、有権者は青島選択の失敗によって学習

したのではないであろうか。このことは、既成政党

に在りがちな硬直性は敬遠するが、政党政治家が持

つ強さに有権者が期待した結果でもある。 それだ

けに投票日間近になって青島知事がいきなり鳩山を

支持すると表明したことは、有権者が青島を選択し

たことに対する誤りを痛感していただけに鳩山には

却ってマイナスに作用したと思われる。

　一方、都政についてかなり明るい柿沢は、自民党

都連の強い意向で登場したのではあったが、91 年
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選挙で中央候補磯村と都連が推す鈴木との対決の時

とは異なり、明石が自民党推薦候補に決定された時

点で同党の候補者調整は一本化したため、91 年選

挙の再来とはいかなかった。単に柿沢は自民党を離

脱した候補以上の存在ではなかったのである。

　結局有権者は既成政党に抱えられた者でもない、

さりとて政党から離れた者でもない、そういう立場

の政治家石原慎太郎を選択した。つまり政党は必ず

しもいわれているような悪の存在ではなかったので

ある。

　もちろん今後石原に公約どおりの都政が運営でき

るか否かは未知数である。しかし、自らの報酬減額

を就任日に決定したこと、来年の新規採用を3分の

１減らす方針を打ち出したことなどは、青島の反省

を踏まえて石原が無難な船出をしたという印象を有

権者に与えることに成功しているともとれる。

　ただ石原に大量に動員された票は必ずしも石原を

積極的に評価した有権者の声であったかどうかは疑

わしい。この選挙では珍しく再選挙になるのではな

いかという議論が巻き起こったが、選挙専門の学者

によれば再選挙はありえないということであった。

それというのも、小選挙区制選挙では有権者の投票

態度決定の時期が遅れる可能性があり、しかも有権

者は自らの投票が死票になることを嫌うために、

様々な情報をたよりに模様眺めを決め込み、勝ちそ

うな候補に投票するという傾向のことである。石原

が次点の鳩山に対してほぼダブルスコアーで当選し

たことも、95 年選挙で青島が石原信雄に対して大

差で勝利したこともこの意味では共通している。い

ずれも無党派の票を大量に取り込んだ候補であった

が、このような票の性格は当選者に対して必ずしも

積極的支持を行ったものではないということである。

したがって石原に期待した票は漠然とした「ゆるい

支持」であったといえよう。

　こうして4年に一度の都政のビッグイベントは終

わった。中央政治に対して批判的な知事が、公約通

り中央に対してものをいっていくのか否かそれをよ

く見定めていかなければならない。4 年後の都知事

選挙が、さらに一歩進めた具体的な分権論をめぐっ

て争われることを期待したい。

　　　　　　　　　　光延　忠彦（主任研究員）

【事務局より】

１　既にご案内状が出ておりますが、５月１９日（水）午後２時３０分より、四谷・弘済会館において、神野

直彦東京大学教授を招いての討論会を開催いたします。テーマは、前回の金子教授に引き続き、セフティネット

論です。今回は、さらに具体的な地方への税源移譲とか年金制度改革などの政策論に踏み込んでいただく予定で

す。なお、そのあとは、今度は市場機能重視の方から意見をお聞きすることも考えております。

２　国民会議の総会は６月２５日（金）午後２時３０分～５時、場所は同じく弘済会館で開催の予定です。改

めてご案内状を差し上げますが、予めご予定に入れておいていただけると幸いです。当日のゲストスピーカーは

未定です。

３　それに先立ち、５月２９日（土）には市民立法機構の第３回総会を開催します。設立後丸２年経ち、そろそ

ろなにがしかの実績、アウトプットを出さなければならない時期となりました。朝から夕方までの長丁場となり

ますが、皆様のご参加を期待しております。

４　４月から、光延忠彦氏にしばらく事務局の手伝いをしてもらうことになりました。一旦就職したあと、東大

の大学院で政治学を専攻し、修士課程を終えたとのことです。そのお披露目に一文を掲載しました。
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【ご案内】

行革国民会議と市民運動全国センターが共同で設立した「市民立法機構」が、下記の要領にて第３回総会を開催いた

します。どなたでも参加できますので、奮ってのご参加をお願いいたします。

ご参加される方は、国民会議事務局までｆａｘでご連絡ください。（ｆａｘ　03-3230-1852）

　第３回　市民立法機構総会

「市民立法の新展開」

市民立法機構の設立から２年。多くの市民の立法活動が、「市民立法」という言葉を着実に　定着させてきまし

た。また、今国会では、市民立法の草分け的存在である情報公開法が、20 年という長きにわたる努力の結果、

ようやく成立しようとしています。自治体レベルでも、地方分権が進むにつれ、市民が条例をつくるという行為

が当然の行為となっていくでしょう。

　市民立法機構でも、機構の設立以降、独自に進めてきたプロジェクトである、男女共働研究会とリターナブル

びん普及プロジェクトが一応の試案をまとめました。今回の総会では、試案の報告を行うとともに、リターナブ

ルびん普及を目的とした「小売容器負担金制度」などをはじめ、市民立法を具体化するための方策を議論してい

きたいと考えています。ぜひ、ご参加ください。

開催日：99 年 5 月 29 日（土）

開催時間：10 時～16 時

場所：弘済会館　蘭

東京都千代田区麹町5-1

JR ・地下鉄丸の内線「四ツ谷」駅徒歩５分

地下鉄「麹町」駅徒歩３分

参加費：3,000円（資料代込）

　  　 　10：00～10：30　第一部　総会議事
　　　　　10：30～11：45　第二部　男女共働社会実現のための税制・社会保障制度改革試案

　　　　　13：00～14：05　第三部　市民立法活動報告

　　　　　14：05～15：15　第四部　寄付のあり方を考える懇談会

　　　　　15：30～17：00　第五部　シンポジウム：「リターナブルびん復活への挑戦！」
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